
 

 

１ 平成２３年度普通会計貸借対照表の概要 
 

 

 

○  平成２３年度末において、宮城県が現在保有している財産を表す「資産」は、対前年度

比で約４，９００億円増加して約３兆６，２００億円となっています。これは、東日本大震災

からの復旧・復興に対応するために東日本大震災復興基金などの各種基金の積立を行

ったことなどにより「投資等」が増加したこと、形式収支の黒字幅が大幅に増加したことな

どにより「流動資産」が増加したことなどによるものです。 

また、東日本大震災により滅失し、あるいは復旧を断念することが決定された、道路・

学校などの「公共資産」の総額は約３４億円で、前年度調査時点から約１０億円増加して

います。 

 

○  資産を賄う財源のうち将来世代の負担分にあたる「負債」は、前年度とほぼ横ばいの約

１兆９，１００億円となっています。これは、将来支払うべき債務である「未払金」の減少が

地方債残高を表す「地方債」の増加分をほぼ相殺したためです。 

 

○  資産を賄う財源のうちこれまでの世代及び国の負担分にあたる「純資産」は、対前年度

比で約４，９００億円増加して約１兆７，０００億円となっています。これは、東日本大震災

からの復旧・復興のための国からの補助金や震災復興特別交付税の交付などによるも

ので、これらが財源となって先に述べたように資産が増加していることを表します。 

 また、「負債」と「純資産」を合わせた額は約３兆６，２００億円で、「資産」の額と一致しま

す。これは、貸借対照表が「資産」の現状とそれを賄う財源の内訳を「負債」及び「純資産」

という形で表すためです。 

 

【ポイント】 
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財 政 課 

宮城県の平成２３年度財務諸表の概要 

平成２３年度は、東日本大震災からの復旧・復興への対応のために、主に 

現在の世代や国の負担によって、宮城県の保有する基金などの財産が増加した。 



 

２ 平成２３年度普通会計行政コスト計算書の概要 

 

 

 

○  平成２３年度において、宮城県が資産形成に結びつかない行政サービスに用いた「経常

行政コスト」は、対前年度比で約３，２００億円増加して約９，７００億円となっています。こ

れは、主に「物にかかるコスト」や「移転支出的なコスト」が増加したことなどによるもので

す。 

 

○  「経常行政コスト」のうち、物件費や減価償却費などの「物にかかるコスト」は、東日本大

震災に対応するための応急救助費や災害等廃棄物処理事業費などの計上により、対前

年度比で約９００億円増加して約２，３００億円となっています。また、社会保障給付や他

団体への支出などの「移転支出的なコスト」は、市町村への応急救助費や復興基金交付

金事業費などの支出の計上により、対前年度比で約２，２００億円増加して約４，５００億

円となっています。 

 

○  行政サービスの対価として得られた受益者負担分の収益としての「経常収益」は、対前

年度比で約２００億円増加して約４４０億円となっています。これは，国内外の企業や団

体・個人の方からの寄附金などの計上によるものです。 

 

○  以上の結果、経常行政コストから経常収益を差し引いた「純経常行政コスト」は、対前年

度比で約２，９００億円増加して約９，３００億円となりました。民間企業の会計と違い、この

「純経常行政コスト」は赤字収支を意味するのではなく、経常行政コストのうちの、県税や

地方交付税などの使途の特定されていない財源である一般財源などで賄うべき部分を表

しています。 

 

【ポイント】 

 

 

平成２３年度は、東日本大震災からの復旧・復興への対応など 

のための行政コストの増加が受益者負担分の収入の増加を上回り、 

県税・地方交付税などの一般財源で賄うべき行政コストが増加した。 



 

３ 平成２３年度普通会計純資産変動計算書の概要 

 

 

 

 

４ 平成２３年度普通会計資金収支計算書の概要 

 

 
  

 

○  平成２３年度において、「純資産」は、約

４，９００億円増加して平成２３年度末の純

資産残高は約１兆７，０００億円となりまし

た。 

 

○  これは、主に東日本大震災からの復旧・

復興に対応するための国からの補助金や

震災復興特別交付税の交付によるもので

す。 

 

○  このため、平成２３年度末の純資産にお

いては，国の負担分やこれまでの負担分

が大きく増加しています。 

○  経常的な行政活動にかかる資金の動き

を計上する「経常的収支の部」は、東日本

大震災からの復旧・復興に対応するため

の国からの補助金や震災復興特別交付

税の交付などにより収入が大幅に増加

し、収支で約４，２００億円の黒字となって

おり、この黒字で他の部の赤字を賄うこと

となります。 

 

○  公共資産の整備にかかる資金の動きを

計上する「公共資産整備収支の部」は、

収支で約６００億円の赤字となっていま

す。 

 

○  貸付金、基金の積立て、地方債の発行・

償還など財政活動にかかる資金の動きを

計上する「投資・財務的収支の部」は、収

支で約２，３００億円の赤字となっていま

す。 

 

○  以上の結果、平成２３年度において、宮

城県の歳計現金は約１，３００億円増加し

て平成２３年度末の歳計現金の残高は約

１，７００億円となりました。 



 

５ 平成２３年度連結貸借対照表の概要 

 

 

 

○  連結財務諸表は、普通会計に加え、公営企業会計、地方独立行政法人、地方公社、及

び宮城県の出資比率が５０％以上である公益法人や株式会社などの第三セクターなど計

２８会計・団体を、１つの会計主体とみなして、会計・団体間の補助金の授受などのやりと

りを相殺した上で作成します。 

 

○  平成２３年度連結貸借対照表の規模は、普通会計と比べて約１．２倍となっています。

「投資等」において普通会計と比べて約０．７５倍と規模が縮小しているのは、普通会計に

おいて「投資等」に計上されていた「他会計・他団体への出資金・貸付金」などが相殺され

ているからです。 

 

○  「資産」は、対前年度比で約４，８００億円増加して約４兆３，４００億円となっています。こ

れは、主に普通会計における増加によるものです。 

  

○  「負債」は、対前年度比で約４００億円減少して約２兆１，４００億円となっています。これ

は、公営事業地方債の残高の減少などにより、普通会計を除いた場合の「固定負債」の

額が減少したことなどによるものです。 

 

○  「純資産」は、対前年度比で約５，２００億円増加して約２兆１，９００億円となっています。

これは、主に普通会計における増加によるものですが、普通会計を除いた場合にも、使途

の特定されていない一般財源などが増加したことにより、「純資産」の額は増加していま

す。 

 

【ポイント】 

 

 
平成２３年度の連結貸借対照表の資産は普通会計と比べて約１．２倍となっており、 

現在の世代及び国の負担によって賄われている資産の額が増加している。 



 

６ 平成２３年度連結行政コスト計算書の概要 

 

 

 

○  平成２３年度において、連結行政コスト計算書の「経常行政コスト」は、対前年度比で約

３，２００億円増加して約１兆５００億円となっています。これは、主に普通会計における増

加によるものですが、普通会計を除いた場合は、物件費が減少したことにより「物にかか

るコスト」は減少しており、一方で、「その他のコスト」は増加しています。 

 

○  「経常収益」は、対前年度比で約３００億円増加して約１，２００億円となっています。普通

会計と比べて２倍以上の額になっていますが、これは、「保険料」「事業収益」「その他収入」

といった普通会計にはない項目が計上されることによるものです。特に、第三セクターなど

においては受益者負担が原則となっており、「事業収益」が経常収益の大部分を占めるた

め、連結行政コスト計算書の「経常収益」は普通会計のものよりも大きくなる傾向がありま

す。 

 

○  以上の結果、「純経常行政コスト」は対前年度比で約３，０００億円増加して約９，３００億

円となりました。「純経常行政コスト」が普通会計とほぼ同額となっているのは、先にも述

べたとおり、連結団体においては主に受益者負担によりコストが賄われることとなっている

ため、普通会計を除いた場合の「純経常行政コスト」が少額となるためです。 

 

【ポイント】 

  平成２３年度は、経常行政コスト、経常収益共に増加したが、 

一般財源で賄うべき行政コストは普通会計のものとほぼ同額である。 



 

７ 平成２３年度連結純資産変動計算書の概要 

 

 

 

８ 平成２３年度連結資金収支計算書の概要 

 

 

 

○ 平成２３年度において、「純資産」は約

５，３００億円増加して平成２３年度末の

純資産残高は約２兆１，９００億円となり

ました。 

 

○  平成２３年度末の純資産においては、

普通会計における増加の影響を受け、

国の負担分やこれまでの負担分が大き

く増加しています。また、普通会計と比

べると、国の負担分やその他一般財源

などの増加が特に大きくなっています。 

 

 

○ 資金収支計算書の「経常的収支の部」

は、普通会計と比べて黒字幅が約２００

億円増加して約４，４００億円の黒字とな

っています。 

 

○  「公共資産整備収支の部」は、普通会

計と比べて赤字幅が１５０億円減少して

約４００億円の赤字となっております。 

 

○  「投資・財務的収支の部」は、普通会

計と比べて赤字幅が約３００億円増加し

て約２，６００億円の赤字となっておりま

す。 

 

○  以上の結果、平成２３年度において資

金は約１，４００億円増加して平成２３年

度末の資金残高は約２，１００億円とな

っています。 


